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※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況
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別添１０－１

小山町温泉供給施設経営戦略

団 体 名 小山町

事 業 名 温泉供給事業

策 定 日

計 画 期 間 ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非　　適　　用 事 業 開 始 年 度 平成30年度

事 業 の 種 類 観光施設事業 施 設 名
小山町町民いこいの家

あしがら温泉　分湯供給施設

職 員 数 0

事 業 の 内 容
町営「あしがら温泉」で採取している温泉を分湯して近隣の宿泊施設へ供給している。
なお、供給先の宿泊者からの入湯税を徴収し、一般会計への納入がある。

 ア　民間委託 　なし

 イ　指定管理者制度 　なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　なし

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

小山町温泉使用条例の規定に基づき下記のとおり徴収している。
　加入金　430,000円／m3、使用料　350円／m3

分湯先の宿泊施設から入湯税を徴収している。（一般会計への納入）
　宿泊者　150円／人　　日帰り利用者　50円／人

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

H30.4.1

44,350 16,858 21,086

民 間 活 用 の 状 況

356,650 306,600 364,400

繰 越 金 残 高 3,101 3,052 2,960

収 益 的 収 支 比 率 87.90 76.88 72.80

年間利用状況
　上段　宿泊者数　（人）
　下段　温泉使用料　（円）

R元 R2 R3

経 費 回 収 率 87.90 76.88 72.80

他 会 計 補 助 金 比 率

有形固定資産減価償却率 4.76 9.52 14.28

企業債残高対料金収入比
率

　
　① 繰越金と使用料で経営している。今後、大幅な収入の増額は見込めない。
　② 保有施設に老朽化はなく、メンテナンス等の維持費に係る経費は最小限で推移している。
　③ 分湯後の効果として宿泊施設から入湯税の納入がある。
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２．将来の事業環境

（１） 宿泊客数（観光客数）の見通し

（２）

近隣宿泊施設の宿泊者数及び入湯税 （単位：人/千円）

H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１4

宿泊者数

（人）
4,784 44,476 12,984 27,403 28,468 41,000 44,000 47,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

入湯税

（千円）
647 6,333 1,926 4,077 4,116 5,140 5,655 6,170 6,689 6,689 6,689 6,689 6,689 6,689 6,689

近隣宿泊施設の温泉使用量及び温泉使用料 （単位：ｍ3/円）

H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１4

温泉使用量

（㎥）
413 1,019 876 1,104 1,100 1,080 1,092 1,104 1,116 1,116 1,116 1,116 1,116 1,116 1,116

温泉使用料

（円）
144,550 356,650 306,600 386,400 385,000 378,000 382,200 386,400 387,000 387,000 387,000 387,000 387,000 387,000 387,000

（３）

（４）

３．経営の基本方針

料金収入の見通し

施設の見通し

組織の見通し

　
　　交流人口の拡大、観光振興に寄与するよう宿泊施設へ継続的に温泉を安定供給できるよう温泉供給設備の定期的なメンテナンスを実施する。
　　また、現在は繰越金の残高に注視しながら安定経営を継続しているが、更なる収入確保のため当該エリアがフロンティア推進地区（足柄ＳＡ周辺地区）
　でもあることから隣接地の企業誘致に努め、分湯先の確保を図る。

　新型コロナウィルス感染の終息後、徐々にではあるが令和8年度頃には新型コロナウィルス発生前の宿泊者数に回復すると見込み、
年間5万人と推計している。

　　温泉の供給先は一施設であり、新たな温泉供給先ができない限り収入増は見込めないが、入湯税を徴収していることから
　町全体としてはプラスである。
　
　　　　使用料見込額：別紙のとおり
　　　　入湯税見込額：別紙のとおり（一般会計への入金）

　
　温泉供給施設設置後３年が経過し今後、１０年程度は機器等の更新の必要はないが、法定耐用年数の15年後の令和１４年頃に設備の劣化状況を
勘案し更新を検討する。
　
　　■温泉供給設備：
　　　 ＞電動弁65A×2基、電動弁制御盤、その他（電気配線、マンホール等）、
　　　　 設備設置費：3,209,760円 （平成30年8月設置）、耐用年数：電動弁　15年
　　　 ＞送湯管HI -RRVPφ75   L＝400.5m、ハンドホール600*600*600H　5箇所、信号用ケーブル等
　　　　 設備設置費1,583,960円（H30年11月寄付）、耐用年数　送湯管　40年

　　あしがら温泉の会計年度任用職員が兼務しているため職員数の増は見込んでいない。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

目 標 　　温泉供給設備は設置後３年と短いため、設備改修は当面必要ないが、メンテナンスを定期的に実施する。

　　メンテナンスにより判明した不具合箇所や劣化部品の早期交換により設備への過度な負担を避ける。
　　令和14年度以降は劣化状況により更新を判断する。
　

目 標 　　収入は利用料金と前年度繰越金であることから繰越金に注視しながら経営する。

 
  利用料金、前年度からの繰越金により運営していくが、繰越金の残額に注視しながら経営する。
　企業債、一般会計からの繰入金は見込んでいない。

　
　光熱水費を支出するとともに、物価上昇を見込んだ計画としている。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の
方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用   　予定なし

投 資 の 適 正 化 　　予定なし

そ の 他 の 取 組 　　予定なし

料 金 　　料金変更の予定なし

稼 働 率 ・ 利 用 者 数 　

企 業 債 　　予定なし

繰 入 金
　　計画期間中は、大規模改修等はないと想定しているが、大規模修繕等の時期には、今後の事業継続も踏まえて、一般会計側と協
議し一般会計からの繰入を検討する。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 　　予定なし

そ の 他 の 取 組 　　予定なし

委 託 料 　　機器保守点検費

管 理 運 営 費 　　光熱水費

職 員 給 与 費 　　計上なし

そ の 他 の 取 組 　　特になし
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５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

 　観光振興、交流人口拡大のため、繰越金の状況を注視し事業継続を図るが、分湯事業の効果として入湯税の納入がある。

公営企業として実施す
る 必 要 性

　
　分湯による入湯税があり、町全体としてはプラスである。
　他会計に依拠せず繰越金による事業継続を行える間は、公営企業として実施することとする。

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

　　温泉供給施設のメンテナンス等、毎年進捗管理を実施し、策定５年毎に計画を見直すが、
 景気の更なる落込み等により経営状態が急激に悪化し、収支計画と30％以上の乖離が生じた場合、
 随時計画を見直すものとする。
　　また、経営戦略策定時や計画を見直した際は議会や住民への説明を実施する。
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 H３０ R１ R２ R３ R４

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （見込）

1 (A) 144 356 306 386 385 378 382 386 387 387 387 387 387 387 387

（１） (B) 144 356 306 386 385 378 382 386 387 387 387 387 387 387 387

ア 144 356 306 386 385 378 382 386 387 387 387 387 387 387 387

イ (C) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ウ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (D) 283 405 398 307 351 1,000 500 500 500 500 1,000 500 500 500 500

（１） 283 405 398 307 351 1,000 500 500 500 500 1,000 500 500 500 500

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 283 405 398 307 351 1,000 500 500 500 500 1,000 500 500 500 500

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (E) △ 139 △ 49 △ 92 79 34 △ 622 △ 118 △ 114 △ 113 △ 113 △ 613 △ 113 △ 113 △ 113 △ 113

1 (F) 6,450 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（６） 6,450 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（７） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (G) 3,210 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１） 3,210 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２） (H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３ (I) 3,240 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(J) 3,101 △ 49 △ 92 79 34 △ 622 △ 118 △ 114 △ 113 △ 113 △ 613 △ 113 △ 113 △ 113 △ 113

(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(L) 0 3,101 3,052 2,960 3,039 3,073 2,451 2,333 2,219 2,106 1,993 1,380 1,267 1,154 1,041

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 3,101 3,052 2,960 3,039 3,073 2,451 2,333 2,219 2,106 1,993 1,380 1,267 1,154 1,041 928

(O) 3,101 3,052 2,960 3,039 3,073 2,451 2,333 2,219 2,106 1,993 1,380 1,267 1,154 1,041 928

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 144 356 306 386 385 378 382 386 387 387 387 387 387 387 387

- - - - - - - - - - - - - - -

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

総 費 用

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

Ｒ５年度

0 0

37.80

-

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

工 事 負 担 金

そ の 他

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 Ｒ１２年度 Ｒ１３年度 Ｒ１４年度

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0 0 0

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

77.40 38.70 77.40 77.40 77.40 77.40収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 50.88 87.90 76.88 125.73 109.69

- - - - - -
地 方 財 政 法 施 行 令 第 16 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

(R) - - - - -

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

- - -

76.40 77.20 77.40

0 0 0

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

う ち 資 本 費 平 準 化 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

収 支 差 引 (A)-(D)

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債


